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Abstract: This paper presented a restoring force characteristics model for prestressed concrete frames. The hysteretic loop of the 

model was expressed as the sum of S-shape type with no energy dissipation and degrading stiffness type. Comparisons were made in 

term of load-displacement relationship, hysteretic damping and residual displacement ratio between the model and analytical results. 

The results obtained from the model were agree well with the analytical results. 

 

1.はじめに 

PC 骨組は，PC 部材の履歴が多様であることに加え，

柱を RC，梁を PC とすることが一般的であるため，ヒ

ンジ発生部位が柱か梁かによって骨組の履歴性状は大

きく変化する．このようなことから，PC 骨組の履歴性

状を正確に把握することは RC と比べて困難であるこ

とが指摘されている． 

文献 1）では，PC 骨組を対象とした正負繰り返し解

析を行い，骨組の履歴性状に及ぼす降伏ヒンジの発生

部位と梁の鋼材係数比の影響について検討を行った．

その結果より，骨組の履歴性状は降伏が先行する部材

の履歴性状に強く依存することを示した．本報告では，

この知見に基づき PC 骨組の簡便な復元力特性モデル

を提案し，上述の解析結果との比較検討を行おうとす

るものである． 

 

2.骨組の復元力特性モデルの提案 

その 1 で述べたように，提案を行う骨組の復元力特

性モデルは，部材モデルに倣いトリリニア型スケルト

ンカーブ，紡錘型のモデルⅠと S 字型のモデルⅡの和

で表される履歴ループで構成する． 

スケルトンカーブ スケルトンカーブはFig. 1に示

すようなトリリニア型とし，降伏点は機構時荷重の

90%に達したときの荷重と変形とした．第一折れ曲が

り点は 1 方向漸増解析結果から求まる降伏点に達する

までの変形エネルギーに等しくなる位置に設定した．  

α，r の評価方法 骨組のモデルⅠとモデルⅡの寄

与の割合であるパラメータ α と除荷曲線の勾配のパラ

メータ r の評価方法を以下に示す．r は(1)式に示すよ

うに機構時にヒンジが形成された部材の塑性率(μri)と

降伏剛性低下率(αyi)を降伏モーメント(Myi)により重み

付け平均し，降伏ヒンジが発生する層に関する補正を

行うことによって求める．αは ηgと qrを要因とし，骨

組の塑性率(μ)を用いることで(2)式より算出する．ηg

と qrは(3)式，(4)式に示すように，それぞれ機構時に

おいてヒンジが形成された部材のプレストレスレベル

(ηgi)，引張鉄筋の鋼材係数(qri)を，その降伏モーメント

(Myi)により重み付け平均することにより求める．  
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ここに，i : ヒンジが発生した部材番号 H : 建物高さ 

ν : 柱降伏ヒンジ率 hB : 最も低いヒンジ高さ 

αy
 : 降伏剛性低下率 

以上のように，スケルトンカーブの特異点，α およ

び r を規定することで，その 1 で述べた平均減衰の推

定式（(5)式）を用いて骨組の平均減衰を推定すること

が可能となる． 
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Fig. 2 Equivalent Viscous Damping  Fig. 3 Residual Displacement

3.骨組モデルの検討 

履歴性状，等価粘性減衰定数および残留変形率につ

いて，マトリクス解析法から求まる結果と提案の骨組

モデルより求まる結果の比較検討を行う． 

履歴性状 Table 1 は，λ=1（梁を純 PC）とした骨

組のベースシア－代表変形関係について，柱降伏ヒン

ジ率(ν)とをパラメータとし，マトリクス解析結果と骨

組モデルによる結果を比較したものである．Table 1

より，以下のことが指摘できる． 

 1）ν=1（柱降伏型）とした骨組の履歴は，マトリク

ス解析結果，骨組モデル共に，エネルギー消費能力に

富んだ紡錘型の履歴を描き，残留変形についてもほぼ

同様の値を示していることが分かる． 

2）骨組の復元力特性は，柱降伏ヒンジ率(ν)の減少，

すなわち梁の降伏ヒンジの割合の増加に伴って，梁の

履歴性状の影響が強くなる．梁降伏型(ν=0)とした骨組

の履歴は，原点復帰傾向の強い S 字型の履歴性状を示

すようになる． 

3）ν=1/3（柱梁混合降伏型）とした骨組は柱降伏型

と梁降伏型の骨組の中間的な履歴を描く．このような

PC 骨組特有の履歴性状についても，骨組モデルによる

履歴ループはマトリクス解析結果を精度よく推定して

いることが分かる． 

等価粘性減衰定数と残留変形率 等価粘性減衰定数

(heq)と残留変形率(Rr/Rp)は以下のように定義されるも

のである． 

ピーク時の荷重ピーク時の変形

定常ループの面積
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ピーク時の変形

残留変形
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Fig. 2，Fig. 3はそれぞれ等価粘性減衰定数と残留

変形率についてマトリクス解析結果と提案の骨組モデ

ルより算出した結果を比較したものである．この図よ

り以下のことが指摘できる．等価粘性減衰定数の相関

係数は 0.981，残留変形率の相関係数は 0.955 となって

おり，両者とも高い相関性を示している．このことか

ら骨組モデルによる結果は，マトリクス解析結果を比

較的精度よく再現できていることが分かる． 

 

4.まとめ 

6 層のキ型フレームに対する正負交番解析を行い，

提案の骨組モデルによる結果との比較を 132 ケースに

ついて行った．その結果，履歴性状，等価粘性減衰定

数，残留変形率について，比較的精度よく再現可能な

ことを示した． 
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Table 1 Comparison of Model with Analytical Results(λ=1) 
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